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不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約施行規則 新旧対照表 

 

（下線部が変更箇所） 

新 旧 

（値引と認められる経済上の利益） 

第１条 不動産業における景品類の提供の制限に

関する公正競争規約（以下「規約」という。）第

２条第３項ただし書に規定する「正常な商慣習に

照らして値引と認められる経済上の利益」とは、

事業者が取引の相手方に対し、不動産の売買代

金、借賃、媒介報酬等（以下「代金等」という。）

を減額し、又は割り戻すこと等をいう。 

２ 前項に規定する値引と認められる経済上の利

益に該当するものを例示すれば次のとおりであ

る。 

(１) 不動産の代金等を減額すること。 

(２) 不動産の割賦販売をする場合において、無

利息とすること。 

(３) ２以上の不動産又は不動産と密接な関連

を有する物品等を合わせて販売する場合に

おいて、それぞれの価格の合計額から一定額

を減額し、又は一定率を割引すること。 

(４) 取引の対象となる不動産の品質等を高め

ること。 

(５) 価格交渉過程において不動産の代金等の

減額に代えて住宅機器その他住宅に関連す

る物品等を付加又は提供すること。 

(６) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのないもの。 

３ 第１項に規定する値引と認められないものを

例示すれば次のとおりである。 

(１) 不動産の代金等を減額し、又は割り戻す場

合であっても、その金銭の使途を制限するこ

と。 

(２) 景品類と不動産の代金等の減額等とを相

手方に選択させるなど、景品類の提供と一連

の企画に基づいて代金等の減額等をするこ

と。 

(３) 電気料、水道料又はガス料等を一定期間に

（値引と認められる経済上の利益） 

第１条 （略） 

 

 

 

 

 

 

２ 前項に規定する値引と認められる経済上の利

益に該当するものを例示すれば次のとおりであ

る。 

(１)～（４） （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 価格交渉過程において不動産の代金等の

減額に代えて住宅機器その他住宅に関連す

る物品等を付加若しくは提供すること。 

(６) （略）  

 

３ （略） 
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わたって負担すること。 

(４) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのあるもの。 

（アフターサービスと認められる経済上の利益） 

第２条 規約第２条第３項ただし書に規定する「正

常な商慣習に照らしてアフターサービスと認め

られる経済上の利益」とは、不動産の補修点検そ

の他不動産の取引若しくは使用のため必要な物

品又は便益その他のサービスをいう。 

２ 前項に規定するアフターサービスと認められ

る経済上の利益に該当するものを例示すれば次

のとおりである。 

(１) 補修（部材等の交換を含む。）、点検等を

行うこと。 

(２) 宅地建物取引業法に基づいて提供する便

益その他の経済上の利益 

(３) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのないもの。 

３ 第１項に規定するアフターサービスと認めら

れないものを例示すれば次のとおりである。 

(１) 住宅の増改築費を提供すること。 

(２) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのあるもの。 

（不動産又はその取引に附属すると認められる

経済上の利益） 

第３条 規約第２条第３項ただし書に規定する「正

常な商慣習に照らして不動産若しくは不動産の

取引に附属すると認められる経済上の利益」と

は、不動産と構造上若しくは機能上密接な関連を

有するもの若しくは用途上不可分の関係にある

設備その他のもの、又は不動産と一体となって直

接不動産の機能若しくは効用を高めるためのも

の並びに媒介業務等に密接な関連を有する便益

をいう。 

２ 前項に規定する不動産又は不動産の取引に附

属すると認められる経済上の利益に該当するも

のを例示すれば次のとおりである。 

(１) 電気、ガス、上下水道施設、暖冷房施設、

 

 

 

 

第２条～第４条 （略） 
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照明設備、厨房設備その他不動産と機能上、

構造上直接の関連を有する設備（一定の範囲

内で取引の相手方が選択できる場合を含

む。） 

(２) 畳、建具その他の造作 

(３) 造り付けの家具等 

(４) 別荘等の効用を高めるため、これと一体と

して開発されたゴルフ場その他のレジャー

施設等の利用権を当該別荘等の購入者に与

えること。 

(５) 不動産の所在地までの案内のための費用

であって、妥当な範囲内のもの。 

(６) 不動産取引に関する法律、税務その他の相

談に応ずること。 

(７) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのないもの。 

３ 第１項に規定する不動産又は不動産の取引に

附属すると認められないものを例示すれば次の

とおりである。 

(１) 宝飾品、旅行、オートバイ、自動車その他

不動産と直接関連のない物品等。 

(２) 他人の供給する商品又は役務についての

購入費を負担すること。 

(３) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのあるもの。 

（景品類の提供とみなす場合） 

第４条 第１条第２項、第２条第２項及び前条第２

項に規定する経済上の利益を提供する場合であ

っても、次に掲げる場合は景品類の提供とみなす

ものとする。 

(１) 提供の相手方を懸賞の方法により特定す

る場合 

(２) 相手方に景品類の提供であると認識され

る表現又は方法で提供する場合（第１条第２

項第１号及び第２号に規定する経済上の利

益を提供する場合を除く。） 

（取引価額） 

第５条 規約第３条に規定する取引価額は次の各

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取引価額） 

第５条 規約第３条に規定する取引価額は次の各
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号に掲げるところによる。 

(１) 事業者自らが当事者（代理して取引を行う

場合を含む。）となって不動産の売買又は交

換を行う場合（媒介を行う事業者と共同して

行う場合を含む｡）は、当該不動産の売買代金

若しくは交換に係る不動産の価額とする。 

(２) 事業者自らが当事者（代理して取引を行う

場合を含む。）となって不動産を賃貸する場

合（媒介を行う事業者と共同して行う場合を

含む。）は、当該賃貸借契約を締結するため

に必要な費用の額（名目のいかんを問わず賃

貸借契約満了後に返還される金銭を除く。）

とする。また、当該賃貸借契約を締結する前

に、一定期間契約を継続した後に賃借人に景

品類を提供する旨告知して、当該一定期間経

過後に景品類を提供する場合は、この費用

に、当該契約締結から一定期間に当該賃借人

が支払うべき費用を加えることとする。 

ただし、土地の賃貸借で権利金（権利金そ

の他いかなる名義をもってするかを問わず

権利設定の対価として支払われる金銭であ

って返還されないものをいう。）の授受があ

るものについては、当該権利金の額とする。 

(３) 事業者が不動産の売買、交換又は賃貸借の

媒介を行う場合は、媒介に際して受けること

ができる報酬の額とする。 

 

（不動産の販売等のため必要な物品、便益等の提

供） 

第６条 規約第３条第２項第１号に規定する経済

上の利益に該当するものを例示すれば次のとお

りである。 

(１) 交通不便な場所にある不動産の販売に際

し、公共交通機関が整備されるまでの間にお

ける最寄駅までの送迎をすること又はこれ

に準ずると認められる便益を提供すること。 

(２) ローン提携販売をする場合において、利子

補給をすること。 

号に掲げるところによる。 

(１) （略） 

 

 

 

 

(２) 事業者自らが当事者（代理して取引を行う

場合を含む。）となって不動産を賃貸する場

合（媒介を行う事業者と共同して行う場合を

含む。）は、当該賃貸借契約を締結するため

に必要な費用の額（名目のいかんを問わず賃

貸借契約満了後に返還される金銭を除く。）

とする。ただし、土地の賃貸借で権利金（権

利金その他いかなる名義をもってするかを

問わず権利設定の対価として支払われる金

銭であって返還されないものをいう。）の授

受があるものについては、当該権利金の額と

する。 

 

 

 

 

 

(３) （略） 

 

 

 

 

 

第６条～第８条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

新 旧 

(３) 家具、照明器具その他住宅に密接な関連を

有する備品等の割引購入をあっせんするこ

と。 

(４) 不動産の引渡し又は所有権の移転若しく

は抵当権の設定のための費用を負担するこ

と。 

(５) 火災保険、住宅保険等の損害保険料を負担

すること。 

(６) 管理費を負担すること。 

(７) 自己の供給する不動産又は不動産の取引

において用いられる割引券その他割引を約

する証票（特定の不動産又は役務と引き換え

ることにしか用いることができないものを

除く。） 

(８) 自己の供給する不動産又は不動産の取引

及び他の事業者の供給する商品又は役務の

取引に共通して用いられるものであって同

額の割引を約する証票（同率の割引を約する

ものを除く。）。 

(９) その他これらに類似するものであって、不

当に顧客を誘引するおそれのないもの。 

２ 規約第３条第２項各号に規定する経済上の利

益を提供する場合において、その提供の相手方を

限定し、又は当該経済上の利益が著しい特典であ

るかのように強調するような広告は、行ってはな

らないものとする。 

（景品類の価額の算定基準） 

第７条 規約第３条に規定する景品類の価額の算

定は、景品類の提供に係る取引の相手方がそれを

通常購入する場合の価格により行う。 

２ 同一の取引に附随して２以上の景品類が提供

される場合の景品類の価額については、懸賞によ

り提供するものと懸賞によらないで提供するも

のとを区別して、それぞれ次に掲げるところによ

る。 

(１) 同一の事業者が行う場合は、別々の企画に

よるときでも、これらを合算した額とする。 

(２) 他の事業者と共同して行う場合は、別々の
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企画によるときでも、共同した事業者のそれ

ぞれについて、これらを合算した額とする。 

(３) 他の事業者と共同しないで、景品類を追加

した場合は、追加した事業者について、これ

らを合算した額とする。 

（運用基準の制定） 

第８条 不動産公正取引協議会連合会は、規約を施

行するため運用基準を定めることができる。 

２ 前項の運用基準を定め又は変更しようとする

ときは、消費者庁長官及び公正取引委員会の事前

確認を受けるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

１ この施行規則の変更は、公正取引委員会及び消費者庁長官の承認があった日（令和元年１１月１３日）

から施行する。 

２ この施行規則の変更の施行の日前に事業者が行った景品類の提供については、なお従前の例による。 


